










































































































































































































































































































































































































































































































































































2005 2006 2008 2010 2012 2014
୓ே ↓฼Ꮚᘏ⁫⪅ ᭷฼Ꮚᘏ⁫⪅
※JASSO年報より筆者作成
147
延滞をすれば年率５％の延滞金も付与される。そして、延滞後９ヶ月を
過ぎると裁判所を通じた督促がなされる。もしここで何もしなければ、裁
判はそのまま進行して、最終的に強制執行が言い渡される。その場合、こ
れまでの未納分の金額ではなく、借りた奨学金全額と延滞金分を合わせた
金額を一括で返済することが求められる。２０１４年ではそうした強制執行が
３２０件あったとされている。
そもそも奨学金は追い立てられれば返せるものなのか。
奨学金の延滞者に関する属性調査によれば、２０１４年には奨学金を３ヶ月
以上延滞している者が１７万人だった。そのうちの約８割が年収３００万円以
下の低所得層であった。返したくても返せない層の返済者が延滞をしてい
ることがわかる。
年収３００万円以下が多いのは延滞者だけではない。同調査からは、２０１４
年の延滞をしていない返済者でも約５５％が年収３００万円以下であると明ら
かになっている。これは、奨学金の返済者２７０万人中、約１４０万人が返済困
難予備軍として返済をしていることを意味する。
返済者の経済状況を見ると返せるだけの余裕がない返済者像が浮かんで
くる。延滞のリスクにさらされる返済者たちは、本人の自己責任能力の無
さによってリスクを負っているわけではない。むしろ、奨学金制度の仕組
みや、学費負担を支える構造的な要因の変化によって、リスクに脆弱な階
層の学生や返済者にリスクが集中する構造に放り込まれているのだ。
本来ならば学生の可能性を伸ばし、開かせるためはずの教育制度によっ
て、むしろ学生の将来がリスクに晒され、不平等を固定しまう問題を、日
本の大学制度は抱えてしまっている。
さいごに
「親負担主義」のルールが崩れ、低所得層を中心に学生が学費負担の主体
になる動きを確認した。親に重すぎる負担がかかれば、そのツケは子であ
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る学生に回ってくる。ツケが回れば、子は他の学生たちよりも不利な条件
に置かれることになる。不利な条件に置かれたら、様々なリスクに対して
脆弱になる。リスクに対して脆弱になれば、何らかの問題を引き起こす可
能性が高くなる。学費負担や奨学金制度を通じて起きている現象は、こう
した構図の出来事だ。
そもそも我が国の奨学金は奨学金と呼んでいいものなのだろうか。貸与
型奨学金というのは、正確に言えばローンである。本来、奨学金は給付型
のものを指す。公的経済支援策がローン型の奨学金しかないところに、我
が国で学ぶ若者にとっての悲劇がある。
また、奨学金は学費との関係で考えられなければならない。学費が高す
ぎる我が国において、（貸与型であれ給付型であれ）奨学金制度だけをもっ
て学生の経済的支援を充実させるのは難しい。これからの奨学金のあり方
を考えるためには、奨学金制度のみを考えるだけではなく、高等教育の低
授業料政策や漸進的な無償化という大きな政策的方向性の中で奨学金を位
置付けないことには、いまある奨学金制度を根本的に変革させることは難
しいのではないか。
現在、給付型奨学金創設の議論が活発になっている。住民税が非課税の
世帯の学生を対象に、月額３万円を基本額として給付する案が出ている。
平成３０年度以降は、２万人以上を給付の対象とすることが話し合われてい
るようだ。
こうした給付型の奨学金の誕生は歓迎したい。願わくば、将来的に大規
模化・拡充がなされ、現在の奨学金制度を凌駕するだけの大きな奨学金制
度になって欲しいと思う。そして、大学に通うために在学中にローンを利
用し、将来的に大きなリスクを背負うような学生が一人でも減って欲し
い。
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